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１　情報共有ツールの種類

　　ツールの種類は、次の３種類です。
（１）相談機関等と医療機関との連絡シート【シートＡ、シートＢ】
　本人や家族等を通してのやりとりを補完し、地域包括支援センターや市町村・厚生センター・保健所等の相談機関等と、かかりつけ医療機関や認知症疾患医療センター等の専門医療機関とが情報交換をし、情報共有を図るためのツールです。
（２）かかりつけ医療機関と専門医療機関との連絡シート【シートＣ、シートＤ】

かかりつけ医療機関と認知症疾患医療センター等の専門医療機関とが情報交換し、情報共有を図るためのツールです。

（３）ケア手帳
　　本人または家族が所持し、日頃の状況を記録するとともに、医療機関の受診や介
護サービスを利用した時などの状況を記録し、本人や家族、各関係者が情報を共有
するためのツールです。
２　情報共有ツールの流れ




　　　　　　　　　　　　　
　　　　　 


　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　情報共有ツールの使用にあたっての注意点
（１）相談機関等と医療機関との連絡シート【シートＡ、シートＢ】


【シートＡ】相談機関等→医療機関
1 地域包括支援センターや市町村、厚生センター・保健所等の相談機関等が、本人や家族等から相談を受け、鑑別診断等を目的に医療機関に紹介する場合に使用します。また、経過報告や連絡等にも使用します。

2 医療機関への紹介がない場合も、症状や状況等の確認のための記録として使用することができます。

3 シートＡは、受診時等、本人や家族等を介して医療機関へ提供するか、または、郵送にて医療機関に提供します。必要に応じて、事前に紹介先の医療機関に電話連絡をします。
また、事前に情報提供が必要な場合は、紹介先の医療機関に電話連絡をし、FAXで送付します。

　【シートＢ】医療機関→相談機関等
1 紹介を受けた医療機関は、診療結果や治療計画、支援していくにあたってのアドバイス等を記載し、紹介元の相談機関等に情報提供します。

2 相談機関等から紹介がない場合でも、地域包括支援センターや市町村、厚生センター・保健所等に連絡等が必要な場合にも使用できます。

3 シートＢは、郵送で相談機関に提供します。
ただし、診療情報提供料を算定しない場合は、FAXでの提供も可能です。

（２）かかりつけ医療機関と専門医療機関の連絡シート【シートＣ、シートＤ】


【シートＣ】かかりつけ医療機関→専門医療機関

1 かかりつけ医療機関が、鑑別診断等を目的に、認知症疾患医療センター等の専門医療機関に紹介する時に使用します。
2 相談機関から「シートＡ」の提供がある場合は、シートＣに添付します。

3 また、①により専門医療機関に紹介した人で、かかりつけ医療機関で継続して治療等を行い、病状が悪化した場合に再評価等を目的に専門医療機関に紹介する場合に使用します。

4 さらに、①により専門医療機関に紹介した人で、かかりつけ医療機関で継続して治療等を行い、その状況等を専門医療機関に情報提供する場合に使用します。

5 シートＣは、受診時等、本人や家族を介して専門医療機関に提供するか、または、郵送で専門医療機関に提供します。
必要に応じて、事前に紹介先の医療機関に電話連絡をし、FAXで送付します。

ただし、FAXのみでの情報提供の場合は、診療情報提供料等は算定できません。

【シートＤ】専門医療機関→かかりつけ医療機関
1 紹介を受けた専門医療機関が、鑑別診断の結果、検査状況、今後の治療方針等を記載し、紹介元のかかりつけ医療機関に情報提供する時に使用します。

2 また、専門医療機関で鑑別診断等をし、かかりつけ医療機関で継続して治療等を行っている人で、病状が悪化した場合の再評価等の結果を情報提供する時に使用します。

3 シートＤは、郵送でかかりつけ医療機関に提供します。
ただし、診療情報提供料等を算定しない場合は、FAXでの提供も可能です。


（３）ケア手帳

1 認知症疾患医療センターや相談機関等において、認知症疾患で治療を継続している人や認知症疾患と診断された人、介護サービス等を利用している人等に対して発行します。

2 発行する際には、個人情報の取り扱いや各関係者が手帳を見たり、記録したりして手帳の情報を共有すること等の同意を得ます。同意が得られない場合は発行しません。
3 同意が得られて発行する際には、ケア手帳に氏名等を記載してもらいます。同意は、原則本人の記名とします。ただし、本人の状況等によって本人の記名が困難な場合は、家族等の記名とします。

4 手帳に現在の状態や治療計画、生活上の留意点、定期受診以外に受診が必要な状態について等を記載し、本人や家族に対し、手帳の活用方法を含めて説明します。
5 医療や介護等の各関係者は、手帳を所持している本人や家族に対し、随時、手帳の記録や活用方法等について助言や支援を行います。
6 モデル様式はＡ４サイズですが、活用しやすいようにサイズの変更等をして構いません。
7 記録用紙が無くなったり紛失した場合は、発行機関や最寄りの市町村（介護高齢担当課）、地域包括支援センターなどにお問い合わせください。

（４）その他の留意事項
1 連絡シートのやりとりでFAXを利用する場合は、事前に相手先に連絡をし、誤って送信することがないように細心の注意を払ってください。万が一に備え、氏名を消す等個人を特定できないように配慮をしてください。
2 ツールは、モデル様式で、随時見直しを行い、改善して使用して構いません。

3 ツールは連携のための１つの方法で、全てを１枚で済ませることができるわけではありません。必要時、既存の記録等を組み合わせて活用してください。

4 連絡シートやケア手帳の様式は、県高齢福祉課等のホームページからダウンロードできますのでご活用ください。

４　情報共有ツールの記載にあたっての注意点
（１）相談機関等と医療機関との連絡シート【シートＡ、シートＢ】
【シートＡ】

1 本人や家族から相談を受けた地域包括支援センターや市町村、厚生センター・保健所等の相談機関等が記載します。
2 目的にチェックをします。

3 主な介護者は、本人以外に連絡をとる時に重要な情報となりますので、必ず記載します。また、連絡がとれる電話番号や時間帯を記載します。

4 現在の状況は、該当する項目に○をし、さらに、特に困っていることには◎を記載します。

5 その他の欄には、気になっていることや困っていることなどを自由に記載します。

6 家族のみが受診する場合は、受診者、本人との続柄を記載し、相談したい内容や本人の意向などを記載します。

[image: image1.emf]【シートＢ】

1 相談機関等から紹介を受けた医療機関が、本人や家族の受診の状況などを記載します。

2 目的にチェックします。

3 受診当日に検査結果等がわからない場合は、検査結果や今後の方針等が提示できる時に記載します。

4 連絡事項や特記事項には、今後かかわる上での注意点、相談機関等への要望・連絡事項等を記載します。

[image: image2.emf]
（２）かかりつけ医療機関と専門医療機関との連絡シート【シートＣ、シートＤ】

【シートＣ】

1 かかりつけ医療機関が専門医療機関に紹介する時に使用します。

2 目的にチェックをし、把握している状況を記載します。

3 検査データ等がある場合は、必要に応じて添付します。


[image: image3.emf]
【シートＤ】

1 専門医療機関が、紹介を受けたかかりつけ医療機関等に報告する時に使用します。
2 目的にチェックをし、鑑別診断や検査状況、治療方針等を記載します。
3 今後の治療方針（計画）は、別紙がある場合は必要時添付します。また、その他検査結果等がある場合は、必要に応じて添付します。


[image: image4.emf]
（３）ケア手帳
1 医療や介護等の関係者と同意
· ケア手帳の使用について、発行時に関係者間での情報共有などの同意の確認をとります。
· 同意が確認できたら、同意の欄に記載します。同意の記載は、原則本人又は家族が記載しますが、記載が困難な場合は、状況に応じて関係者が代筆する等の支援を行います。
· かかりつけなど医療機関やケアマネジャー等の関係機関については、わかる範囲で記載します。

· 追加事項等、本人や家族を含め、各関係者で確認をして、随時記載していきます。

[image: image5.emf]② 私の記録
· 本人や家族が記載します。ただし、記載が困難な場合は、各関係者のかかわりの中で把握した場合等、状況に応じて代筆をする等の支援を行います。
· 家族や知人等の連絡先は、本人について相談できる等のキーパーソンとなる方や日頃から付き合いがある方等を記載します。連絡は、連絡がとれる電話番号や時間、緊急時に連絡する連絡先を記載します。
· メモ欄には、家族や親類等の状況やその他のサービスの状況（障害者手帳や年金等の状況）、近隣との状況等を記載します。


[image: image6.emf]
③ 私が築いてきたなじみの暮らし方

· 本人や家族が記載します。ただし、記載が困難な場合は、各関係者のかかわりの中で把握した場合等、状況に応じて代筆をする等の支援を行います。
· これまでのなじみの暮らし方や習慣などについて、わかる範囲で記載します。

· 私の願い等は、私が言ったこと、家族が言ったこと、介護等関係者が気付いたことがわかるように記載します。
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④ 生活状況などの記録
· 本人や家族が記載します。ただし、記載が困難な場合は、各関係者のかかわりの中で把握した場合等、状況に応じて代筆をする等の支援を行います。

· 手帳を交付された時期の生活の状況や既往歴等について記載します。

· 特記事項には、その他アレルギーや生活上での注意点等を記載します。
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· ⑤ 経過チェック表

· 本人や家族が記載します。ただし、記載が困難な場合は、介護支援専門員等が把握した状況を代筆する等の支援を行います。
· 認知症の症状や生活状況などの経過を把握するために、おおよそ３か月ごとにチェックします。

· 該当の項目にチェックをつけます。
· その他、介護をするうえで困っていることや悩み、介護者の思いなどを記載します。


[image: image9.emf]
⑥ 日々の生活や出来事、連絡事項などの記録
· 本人や家族が記載します。ただし、記載が困難な場合は、各関係者のかかわりの中で把握した場合等、状況に応じて代筆をする等の支援を行います。
· 現在の生活の中で、主な出来事や注意を要する出来事、医療や介護などの関係者に伝えたいことや介護での悩み、確認事項等を記載します。

· 関係者への連絡事項等については、必要に応じ、関係者が気付いたことやアドバイス等を記載します。


[image: image10.emf]⑦ 検査の経過と治療
· 認知症疾患医療センター等の医療機関や相談機関等で手帳を発行する時に、検査状況や治療方針等について、わかる範囲で記載します。

· その後、継続受診やかかりつけ医療機関などを受診する時に、本人や家族がケア手帳を提示した場合、経過や生活状況等を確認し治療の参考とします。

· 必要時、医療機関が検査や治療状況、注意することなどを記載します。検査成績書を貼付しても構いません。
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⑧ 医療や薬などの記録

· 本人や家族が、服薬している薬を記載します。ただし、記載が困難な場合は、介護支援専門員等が把握した状況を代筆する等の支援を行います。処方箋を貼付しても構いません。

· 医療機関や保険薬局などで、本人や家族がケア手帳を提示した場合、経過や生活状況等を確認し、必要時、処方された薬や服薬等での注意点等について記載します。処方箋等を貼付しても構いません。

[image: image12.emf]⑨ 介護サービスや健康相談・健康教室などの記録
· 本人が介護サービスを受けた時や健康相談・健康教室等に参加した時に、経過や生活状況等を確認し、必要時、介護サービス等の関係者が様子や助言等記載します。

· また、本人や家族からの連絡や各関係者の連絡事項等を記載します。

[image: image13.emf]
⑩ ケア手帳の問い合わせ
　ケア手帳を発行した関係機関は、発行年月日、発行機関名、連絡先について記載します。


[image: image14.emf]
５　情報共有ツールに関する問い合せ
　　お気づきの点や不明な点等がありましたら、各認知症疾患医療センター、最寄り

の市町村（高齢介護担当課）や地域包括支援センター、厚生センター・保健所など
にお問い合わせください。
　　問い合せ先は、別紙 相談機関の一覧をご参照ください。
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【シートＡ】





その他・NPO等








認知症ほっと電話　民生委員　ｷｬﾗﾊﾞﾝﾒｲﾄ


認知症サポーター　認知症の人と家族の会　等





＜診療情報提供料について＞


シートBは、診療情報提供料Ⅰ（250点）を算定することができます。


算定するには、医師の印のあるものを文書で提供することが必要です。FAXで提供した場合は、診療情報提供料は算定できません。算定にあたっては、診療報酬の算定方法（厚生労働省告示）で留意点等を確認してください。





【シートＢ】





【シートＡ】








通所介護、訪問介護、訪問看護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護　等





連携





【シートＢ】





【シートＣ】





【意義】


早期の受診や診断、適切な治療につながるとともに、専門医療機関とかかりつけ医療機関が機能分担し、継続した支援を行うことができます。





【意義】


本人や家族が抱える状況等を確認し整理をすることで、本人や家族の理解や意識づけの助けとなります。





相談機関が、本人や家族の状況や課題などを共有することができ、適切に関係機関につなぐことができます。





受診の際に、本人の状況を医師等に具体的に伝えることができ、診療の助けとなります。





治療の状況や医師等の助言を在宅支援に活かすことができ、適切な在宅支援に結びつけることができます。





























診療所・薬局





【シートＤ】





認知症疾患医療センター





精神科病院　総合病院





連携協力


医療機関








専門医療機関





＜診療情報提供料等について＞


シートCは、診療情報提供料Ⅰ（250点）を算定することができます。


認知症疾患を疑い鑑別診断を目的に専門医療機関へ紹介した場合は、認知症専門医紹介加算（100点）を診療情報提供料Ⅰと併せて算定できます。


認知症疾患医療センターに紹介し、認知症疾患と鑑別診断を受け、その診断や治療方針等に基づき、かかりつけ医療機関で継続して診療を行っている患者の病状が悪化した場合、再評価等を目的に再度認知症疾患医療センターに紹介した場合は、認知症専門医療機関連携加算（50点）を診療情報提供料Ⅰと併せて算定できます。


認知症疾患医療センターに紹介し、認知症疾患と鑑別診断を受け、その診断や治療方針に基づき、かかりつけ医療機関で継続して診療を行い、その経過や状況等を認知症疾患医療センターに情報提供した場合は、認知症療養指導料（350点）を算定できます。（その際、診療情報提供料Ⅰは算定できません。）


算定するには、医師の印のあるものを文書で提供することが必要です。FAXで提供した場合は算定できません。算定にあたっては、診療報酬の算定方法（厚生労働省告示）で留意点等を確認してください。





＜診療情報提供料等について＞


シートDは、診療情報提供料Ⅰ（250点）を算定することができます。


認知症疾患医療センターは、かかりつけ医療機関からの紹介が初回の場合で、本人や家族に治療計画等を提示し、かかりつけ医療機関に診断や治療方針等を情報提供する場合には、認知症専門診断管理料１（700点）を算定することができます。（その際には、診療情報提供料Ⅰは算定できません。）


認知症疾患医療センターは、紹介を受け、かかりつけ医療機関で継続して診療を行っている人で病状が悪化し、再評価等を目的に紹介を受け、病状や今後の治療方針等をかかりつけ医療機関に情報提供した場合は、認知症専門診断管理料２（300点）を算定できます。（その際、診療情報提供料Ⅰは算定できません。）


算定するには、医師の印のあるものを文書で提供することが必要です。FAXで提供した場合は算定できません。算定にあたっては、診療報酬の算定方法（厚生労働省告示）で留意点等を確認してください。





＜活用方法＞





本人や家族は、基本的な情報やこれまでの生活状況などを記録し、日頃の様子や生活状況等のチェックを行い、医療機関の受診時や介護サービスの利用時等に手帳を持参します。


毎回持参する必要はありませんが、状況が変わったときや何か確認をしたいときなどに持参します。





医療機関や介護サービス機関等は、受診や訪問診療、介護サービスの利用時に、本人や家族から手帳を提示してもらい、記載されている情報を確認することで治療や介護等の参考にします。





医療機関や介護サービス機関等は、受診の状況や介護サービス等での状況、本人や家族、医療機関や介護サービス等の関係者への連絡事項等を記載します。





本人や家族を含め、各関係者は、手帳の記載内容等を確認することで情報を共有していきます。





かかりつけ医療機関





ケア手帳





サポート医





連携





ケア手帳は、全てをすぐに記載する必要はありません。


また、毎回手帳を提示したり記載する必要はありません。


経過の中で気付いたことやかかわりの中で把握したこと、変化があった時など、随時、必要に応じて提示や記載をしてください。





認知症情報共有ツール手引書（平成24年度モデル版）


発行年月　平成25年４月


作成機関　富山県認知症情報共有ツール作成検討会


事 務 局　富山県厚生部高齢福祉課内


　　　　　　〒930-8501　富山市新総曲輪1番7号


　　　　　　（TEL）076‐444-3205　（FAX）076‐444‐3492











【意義】


本人や家族が認知症について正しく理解するとともに、現在の治療状況や生活状況等を理解する助けとなります。





本人の検査や症状の経過、服薬状況、受診予定等の情報、介護サービスの状況等を本人や家族、かかりつけ医療機関、認知症疾患医療センター等の専門医療機関、介護保険サービス機関等で情報が共有でき、適切な治療や介護を行うための助けとなり、本人や家族が安心して一貫した支援を受けることができます。





各関係者が情報を共有することで、多角的な視点から個別の治療やケア等を検討する貴重な資料となります。





保険薬局等





ケア手帳





ケア手帳








通所介護、訪問介護、訪問看護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護　等





ケア手帳





【目的】


　認知症の人と家族が住み慣れた地域で安心して暮らせるためには、医療や介護、保健、福祉、行政等、様々な役割を持つ関係者が、その生活を支援するという共通認識のもと、連携・協働し、切れ目のない一体的なサービスを提供していくことが必要となります。


このため、各関係者の連携を推進するしくみづくりや環境整備を行うことを目的として、標準となる情報共有ツールを作成し、このツールを利用することで医療や介護、保健、福祉等のサービスが切れ目なく提供され、認知症の人と家族が一貫した包括的な支援を受けることができることを目指します。
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